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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第65期
第１四半期
連結累計期間

第66期
第１四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 5,208,294 5,731,539 28,087,323

経常利益又は経常損失（△） (千円) △875 84,152 695,656

四半期(当期)純利益 (千円) 9,758 36,284 340,299

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 14,290 10,558 378,399

純資産額 (千円) 6,292,889 6,572,407 6,625,210

総資産額 (千円) 16,097,600 17,078,197 18,615,812

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 1.54 5.73 53.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.1 38.5 35.6

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）におけるわが国経済は、

東日本大震災の復興需要等を背景に企業の生産活動や設備投資に回復の兆しが見られたものの、電力供

給問題、欧州の財政不安による歴史的な円高や株価低迷が続き、依然として先行き不透明な状況で推移し

ております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、経営基本方針として「経営基盤の強化と企業価

値の向上」を継続し、オリジナルカタログの配布や展示会開催等の可視化戦略のもと、単品販売だけでな

く、エンジニアリング機能強化によるシステム販売や、顧客のあらゆるニーズに対応するワンストップ販

売を推進してまいりました。

既存事業領域である石油化学、鉄鋼、電力業界等においては、安定運転維持に必要な計測制御機器・メ

ンテナンス機器、環境に配慮した省エネ機器・オイル管理機器の拡販に注力するとともに、東日本大震災

の復興需要を取り込み、社会インフラ市場への各種産業機械の販売に努力いたしました。

また、当社グループの重点市場と位置付ける研究開発市場においては、情報の共有と活用による顧客の

開拓と深耕を推進し、中国市場においては、リプレース需要への対応に加え、環境配慮型商材の拡販を促

進し、新たな収益基盤の構築に邁進してまいりました。

その結果、再資源化装置等のシステム案件や路面清掃車他産業機械の売上が伸張し、当第１四半期連結

累計期間の売上高は57億31百万円（前年同四半期比10.0％増）となり、売上総利益９億20百万円（前年

同四半期比6.8％増）、営業利益83百万円（前年同四半期は営業損失３百万円）、経常利益84百万円（前

年同四半期は経常損失０百万円）、四半期純利益は36百万円（前年同四半期比271.8％増）となりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ15億37百万円減少し170億78

百万円となりました。これは受取手形及び売掛金が前連結会計年度末に比べ18億72百万円減少したこと

が主な要因であります。

一方負債の部では、前連結会計年度末に比べ14億84百万円減少し105億５百万円となりました。これは

支払手形及び買掛金が10億円、未払法人税等が２億34百万円それぞれ減少したこと等によるものであり

ます。

純資産は剰余金の配当による減少が63百万円あること、四半期純利益が36百万円であること等により

前連結会計年度末に比べ52百万円減少し65億72百万円となりました。その結果、自己資本比率は38.5%と

なりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの売上比率が高い工業用計測制御機器や産業機械の需要は、設備投資動向や生産動向の

影響を強く受けるため、国内外の経済環境の悪化により設備投資の動向に陰りが生じた場合、当社グルー

プの業績に多大な影響を与える可能性があります。また、商社である当社の性格上、特に産業機械等の大

口案件については、売上高は大きいものの、売上総利益率は低くなる傾向があり、営業利益等に重要な影

響を与える可能性があります。

これらを回避すべく、当社は全国35拠点のセールスネットワークと幅広い業界にわたる優良な顧客層

を活かして、業界に偏りのない販売活動を展開することで、特定の業界での設備投資動向による業績への

影響を最小限にとどめるよう努めるほか、既存事業領域における顧客密着営業強化と、先行投資分野の売

上向上による収益の改善等の営業施策を実施することで、経営計画の実現に邁進してまいります。
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

足元の事業環境につきましては、復興需要等を背景に企業の生産活動や設備投資は回復しつつありま

すが、欧州の財政不安、円高、電力不足の問題等が未だ払拭されておらず、経済環境の先行きは不透明であ

ります。また、プラントや工場内で使用される工業用計測制御機器の国内市場は成熟化が進み、持続的な

市場の成長はあまり期待できず、更に、大きな流れとしては、国際分業や円高の影響により、当社グループ

の事業領域における各企業においては、今後も国内から海外への工場移転が進むと考えております。

このような状況のもと、当社グループは、国内市場においては、環境・保安・メンテナンス機器の拡販、

エンジニアリング機能強化による高付加価値システム販売の推進、新商材の発掘と市場投入、自動車産業

市場と震災復興需要を含む社会インフラ市場への取組強化等により、既存事業領域での業容拡大に努め

ると共に、先端技術開発に携わる各企業の生産技術研究部門・品質保証部門への深耕・拡大営業による

新たな収益基盤の確保に注力してまいります。海外市場においては、引き続き中国を重点市場とし、当社

100％子会社である英和双合儀器商貿（上海）有限公司による日系企業の開拓と深耕営業を展開するこ

とにより成長拡大を図ってまいります。

当社グループにおいては、人材が最大の経営資源であり、「現場力の強化」を経営方針として、変化し

続ける顧客のニーズに適確に対応できる人材育成とそれを統合するチーム力の強化に今後も注力してま

いります。また、内部統制システムの継続的改善により、財務報告の健全性の維持、企業活動における法令

順守、反社会的勢力排除、公正性、倫理性の確保、お客様が満足できる品質の製品・サービスの提供、地球

環境保全活動の推進、災害時の事業継続計画の整備等実施する事で、持続可能なCSR（社会貢献）経営を

推進してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,710,800

計 20,710,800

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,470,000 6,470,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
100株であります。

計 6,470,000 6,470,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ─ 6,470,000 ─ 1,533,400 ─ 1,565,390

　

(6) 【大株主の状況】

   当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿によ

る記載をしております。

　

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 135,600
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,327,100 63,271 ―

単元未満株式 普通株式 7,300 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 6,470,000 ― ―

総株主の議決権 ― 63,271 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式29株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
英和株式会社

大阪市西区北堀江四丁目１
番７号

135,600 ― 135,600 2.09

計 ― 135,600 ― 135,600 2.09

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,829,784 2,003,935

受取手形及び売掛金 ※1
 13,293,551

※1
 11,420,757

たな卸資産 431,095 643,925

その他 243,624 219,123

貸倒引当金 △7,914 △6,791

流動資産合計 15,790,140 14,280,950

固定資産

有形固定資産 1,474,637 1,491,619

無形固定資産 100,058 97,658

投資その他の資産

その他 1,315,822 1,272,986

貸倒引当金 △64,846 △65,017

投資その他の資産合計 1,250,975 1,207,968

固定資産合計 2,825,672 2,797,247

資産合計 18,615,812 17,078,197

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 10,047,985

※1
 9,047,784

短期借入金 79,588 78,551

1年内返済予定の長期借入金 180,000 80,000

未払法人税等 247,365 13,323

賞与引当金 365,860 92,793

役員賞与引当金 18,000 4,826

その他 285,160 306,317

流動負債合計 11,223,959 9,623,596

固定負債

長期借入金 430,000 530,000

退職給付引当金 217,332 229,754

引当金 118,631 121,760

その他 680 680

固定負債合計 766,643 882,194

負債合計 11,990,602 10,505,790
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,533,400 1,533,400

資本剰余金 1,567,550 1,567,550

利益剰余金 3,523,621 3,496,561

自己株式 △48,584 △48,602

株主資本合計 6,575,986 6,548,909

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 61,651 31,056

為替換算調整勘定 △12,427 △7,559

その他の包括利益累計額合計 49,223 23,497

純資産合計 6,625,210 6,572,407

負債純資産合計 18,615,812 17,078,197
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 5,208,294 5,731,539

売上原価 4,346,249 4,811,109

売上総利益 862,045 920,430

販売費及び一般管理費 865,522 837,422

営業利益又は営業損失（△） △3,476 83,008

営業外収益

受取利息 1,398 486

受取配当金 2,990 3,561

仕入割引 4,325 3,052

その他 2,625 3,439

営業外収益合計 11,339 10,540

営業外費用

支払利息 3,642 2,536

支払保証料 3,553 5,211

為替差損 88 98

その他 1,453 1,548

営業外費用合計 8,738 9,395

経常利益又は経常損失（△） △875 84,152

特別利益

有形固定資産売却益 － 250

特別利益合計 － 250

特別損失

有形固定資産除却損 1,033 1,383

特別損失合計 1,033 1,383

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,909 83,018

法人税、住民税及び事業税 10,316 8,337

法人税等還付税額 △15,645 －

法人税等調整額 △6,338 38,397

法人税等合計 △11,667 46,734

少数株主損益調整前四半期純利益 9,758 36,284

四半期純利益 9,758 36,284
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 9,758 36,284

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,966 △30,594

為替換算調整勘定 2,565 4,868

その他の包括利益合計 4,531 △25,726

四半期包括利益 14,290 10,558

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 14,290 10,558

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

　　該当事項はありません。
　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日  至　平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日

以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　この変更が損益に与える影響は軽微であります。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項はありません。
　    

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。また、一括支払信託制度を利用した買掛金等の支払についても同様の会計処理をしておりま

す。

　　 なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形等を、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 180,322千円 162,194千円

支払手形 88,673千円 135,213千円

買掛金（一括支払信託） 38,399千円 48,687千円

　    
　

(四半期連結損益計算書関係)

  該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日）

減価償却費 18,757千円 19,763千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,674 5.00平成23年３月31日 平成23年６月29日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　 該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 63,343 10.00平成24年３月31日 平成24年６月28日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機器、産業機械等をユーザーへ

販売（一部製造販売）することを事業としております。取扱商品の内容、販売市場、販売方法、サービスの

提供方法が類似している事等から判断して、当社グループの事業区分としては単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間

　　(自　平成23年４月１日
 　　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
　　(自　平成24年４月１日
 　　至　平成24年６月30日)

1株当たり四半期純利益金額 １円54銭 ５円73銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 9,758 36,284

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千
円）

9,758 36,284

普通株式の期中平均株式数(株) 6,334,898 6,334,333

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年８月６日

英和株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　小 山 謙 司　　印

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　矢 倉 幸 裕　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている英和
株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成24
年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30
日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包
括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、英和株式会社及び連結子会社の平成24年６月
30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　    

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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